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PART2 液状化対策
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液状化の対策を考える
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原理 目的 工法

液状化の防止 土の性質の改良
(MOVIE)

密度増加 締固め工法

強度増加 固化処理工法

粒度の改良 置換工法

飽和度の低下 地下水位低下工法
不飽和化工法

力学的環境の改良 有効応力の増大 盛土工法

間隙水圧の抑制消
散

ドレーン工法

せん断変形抑制 地中壁工法

液状化被害の防
止・低減

沈下抑制 沈下抑制 杭基礎工法

変位抑制 補強土工法

浮き上がり抑制 浮き上がり抑制 浮き上がり抑止杭

重量増大 密度増大

液状化後の修復 復旧・回復 沈下・傾斜修正 ジャッキアップ工法

液状化対策工法
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重錘落下締固め工法
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サンドコンパクションパイル工法サンドコンパクションパイル工法
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地下水位低下⇒不飽和（地下水位以浅）

有効応力
の増加
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格子状地中壁工法
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防止策

個別対策の考え方

地震

無被害

無対策

事後修復

被害

軽減策

軽微な被害

事後修復
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防止策
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（修復）

時間

地
震 軽減策＋修復

軽減策＋修復
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個別液状化対策

• 個別の液状化対策

– （単に液状化対策と言っても。。。。）

–液状化させない対策

–液状化しても被害軽減を期待できる対策

–液状化被害を受けた場合に、復旧・修復により対
応する
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日経ホームビルダー編：東日本大震災の教訓 住宅編（2011）より

修復工法
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個別液状化対策

• 個別の液状化対策

– （単に液状化対策と言っても。。。。）

–液状化させない対策（液状化防止）

–液状化しても被害軽減を期待できる対策（液状化
被害軽減）

–液状化被害を受けた場合に、復旧・修復により対
応する（修復）
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求められて
いる範囲

振動式SCP
工法

静的締固
砂杭工法

深層混合
処理工法

圧入式
締固工法

高圧噴射
撹拌工法

既設構造物直下も
対応可能な工法

1万円/m2 5万円/m2 10万円/m2

10m
×10m

50m
×50m

100m
×100m

施
工
面
積
の
適
用
範
囲

液状化対策費用

※地盤工学会より一部加筆・修正
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丸太を砂地盤に打
設することで地盤
を密に改良する

液状化対策と炭素貯蔵の原理

丸太を地下水位
以深に打設する
ことで炭素貯蔵
を行う

丸太打設液状化対策＆カーボンストック工法

充填材（砕石）
被覆土

緩い砂地盤 密な砂地盤

木材活用地盤対策研究会

木材は地下水位以深
では不朽しない
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施工前状況

2016年4月14日 震度7の熊本地震による被害

噴砂による地盤沈下

施工事例（駐車場の液状化対策）

木材活用地盤対策研究会提供
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ＬＰ－ＬｉＣ工法工事内容

丸太打設間隔：1.0m，改良深度：5.6m，丸太頭部深さ：2.6ｍ
丸太末口径：0.15m，丸太長さ：3m
使用樹種：スギ（熊本県産材）
改良面積：1,050m2，丸太打設点数：1,123点（1,123本），
丸太使用材積：75m3

3
.0
ｍ

2
.6
ｍ

施工事例

丸太打設断面図丸太打設配置平面図

11区画
に分割し管理

建
物

木材活用地盤対策研究会提供
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ＬＰ－ＬｉＣ工法の施工の様子

施工事例

国産材マーク
の設置

木材活用地盤対策研究会提供
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打設範囲

施工前 打設完了

施工事例
木材活用地盤対策研究会提供
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振動台
加速度：200gal
周波数：5Hz
加振時間：6sec

1g場震度台模型実験装置によるCSP杭の効果の検証実験

4
8
0
m
m

測定器

加速度計
A1,A2,A3

変位計
S1,S2

間隙水圧計
W1,W2,W3,W4,W5,W6
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無対策 20本の砕石杭
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20本の砂杭
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0
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W3

実験結果ー締固め効果と排水効果

W4
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排水機能で水圧
の上昇を抑える
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加振中に構造物荷重がジオグリッドによって分散され
地盤内で生じる応力が小さくなり沈下が抑制される

応力増分
∆𝜎𝑣 小 大中

構造物荷重

応力集中⇒沈下大 応力分散⇒沈下小

ジオグリッド

荷重分散効果

被害軽減：ジオシンセティックス適用例
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実験条件ジオグリッドの液状化時沈下抑制効果

液状化層(Dr＝50%)

模型構造物
ジオグリッド

390mm 360mm

不飽和層

400mm

190ｍｍ
構造物の根入れ：10mm

非液状化層(Dr＝70%)60mm

構造物質量 ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ幅 ﾋﾟｱﾉ線本数 曲げ剛性（N・ｍ2）

CASE5

1.9kg

無対策 ― ―

CASE6

400mm

0 2.30×10-4

CASE7 9本 5.93×10-2

CASE8

17本 6.45×10-2CASE8-1 300mm

CASE8-2 250mm
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CASE7
幅400mm

ﾋﾟｱﾉ線9本

CASE8-1
幅300mm

ﾋﾟｱﾉ線17本

CASE8-2
幅250mm

ﾋﾟｱﾉ線17本

CASE5
無対策

ｼﾞｵｸﾞﾘｯﾄﾞ無

CASE6
幅400mm

ﾋﾟｱﾉ線0本

CASE8
幅400mm

ﾋﾟｱﾉ線17本

21.6

12.3

3.3

0.3
2.0

6.1

実験結果(めり込み沈下)

<本研究での定義>

めり込み沈下量＝構造物沈下量－地盤沈下量
(構造物付近の地点)

模型構造物

構造物沈下量
地盤沈下量

10cm 62



解析条件 海門町の液状化地盤をモデル化

100m

10m

建物

3m(非液状層)

30m ジオグリッド
17m(液状化層)

5m

地盤

変形係数 N値から算出

変形係数比
N値10以上：1/50
N10未満：1/100

ポアソン比 0.33

ジオグリッド

変形係数 30m

ポアソン比 0.3

曲げ剛性

A：2.30×10-4 N・m2

B:5.93×10-2 N・m2

C：6.45×10-2 N・m2

構造物

変形係数 3.0×103 MPa

ポアソン比 0.35

接地圧 10kN/m2

N値 液状化強度FL
0 10 20 30 40 50 0 0.5 1.0 1.5

砂層

シルト

砂礫
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2次元有限要素解析を用いた地盤変形予測

(c) ジオグリッド(幅：40cm，ピアノ線17本)

ジオグリッドおよび構造物が一体となり荷重を分散させる挙動は再現できたが，模型実験
で見られた構造物自重によるジオグリッドのたわみが見られなかった 64



2次元有限要素解析を用いた地盤変形予測

ジオグリッドおよび構造物が一体となり荷重を分散させる挙動は再現できたが，模型実験
で見られた構造物自重によるジオグリッドのたわみが見られなかった 65



解析結果 剛性の違いによる影響

ジオグリッド剛性高➡せん断変形小

無対策
ジオグリッド無し

ジオグリッドB
EI=5.93×10-2[N・m2]

0.00 0.01 0.02 0.03
せん断ひずみ

γ

ジオグリッドC
EI=5.93×10-2[N・m2]
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解析結果 剛性の違いによる影響

-20
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無対策
ジオグリッドA
(EI=2.30×10-4N・m2)

ジオグリッドB
(EI=5.93×10-2N・m2)

ジオグリッドC
(EI=6.45×10-2N・m2)

沈
下

量
(c

m)

x座標

❑地表面沈下量

本解析条件において海門町でジオグリッドを敷設する場
合は，構造物許容沈下量7cm以下に抑えるジオグリッドB
およびCが適切である

-7

-10

傾斜角 不同沈下障害 沈下量

6.6/1000 
一般建物の構造物損傷のお

それのある限界
7cm

10/1000 柱が傾き床傾斜支障を生じる 10cm

地盤工学会より引用

本解析における沈下許容値

-20

-15

-10

-5

0

5
-30 -25 -20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20 25 30

無対策
ジオグリッドA
(EI=2.30×10-4N・m2)
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ジオグリッドC
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沈
下
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液状化対策の普及：新たな動き

ジャステクト株式会社提供

液状化対策＋被災時保障
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防止策

個別対策の考え方

地震

無被害

無対策

事後修復

被害

軽減策

軽微な被害

事後修復
費用

防止策

無対策
（修復）

時間

地
震 軽減策＋修復

軽減策＋修復
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地下水位低下工法と個別液状化対策

• 地下水位低下工法は、地下水位低下させる
ことにより、地表面付近の液状化層をなくすこ
と、地下水位以下の液状化層の発生可能性
を小さくすることに効果がある。

• 地下水位低下工法は、その施設を維持して
いくことで、恒久的に利用可能であるが、基
本的には、３０年から５０年の利用を前提とし
て考えられることが多い。

• 地下水位低下工法が適用している期間に個
別に液状化対策を実施することが肝要。
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地下水位低下工法と個別液状化対策

• 個別の液状化対策

–液状化させない対策

–液状化しても被害軽減を期待できる対策

• 上記は、地盤保障と合わせて被害を受けた場合に、
保険で対応できるものもある。

• ただし、認定されていないものは保険適用外

–液状化被害を受けた場合に、復旧・修復により対
応する

• 傾斜修正工法などは、液状化を防止・軽減するもので
はなく、建物を修復すると考えた方が良い。
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